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21世紀気候変動予測革新プログラム

2007～2011年度

２００９年８月２７日
２１世紀気候変動予測
革新プログラム公開シンポジウム
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革新プログラム立案の背景

 IPCC第４次報告書（2007年）
 地球の温暖化に疑問の余地はない

 20世紀後半の温度上昇の大部分は人為起源温室効果ガスの増加
による

 温暖化に伴う気象の変化、環境への影響既に現れ始めている

 京都議定書の第一約束期間
2008-2012年

「地球温暖化は既に現実である」との認識
京都議定書後の「安定化」に向けた削減案提案（EUほか）

一方、日本の研究は「地球シミュレータ（ES)を用いた日本全体

の地球温暖化予測研究「人・自然・地球共生プロジェクト」
（2002-2006年度）で大きく進展→世界の中位からトップ集団に
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ポスト共生プロジェクトの方向性

1. 安定化レベル選定への基礎情報→安定化後を含む
長期気候変化・環境変化予測が必要（複数シナリオ）

AR4では2100年までの予測→一部「つぎはぎ」の安定化実験
しかしWGIIIの新しい安定化向け排出ｼﾅﾘｵには対応していない

2. 避けられない気候変化への対応策立案の基礎情報

 当面20～30年間はシナリオに余りよらない
→自然変動をも含めた20～30年気候予報（prediction）

 詳細な地域的変化、極端現象の変化の予測

3. 2.の予測情報を遅滞なく対応策立案に活用する

地球温暖化・気候変化の進行とそれをめぐる社会の必要に応じ
る、次の（IPCC第５次報告書を含む）ステップ
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革新プログラムの構成
A) 目的に応じた3主要予測モデル開発と実験

 シナリオ別の長期（300年）にわたる地球環境変化の推定→安定化目標

（植生分布変化、深層循環変化・・・・）

 近未来（30年）の不可避の気候変化予測

自然変動を含む30年予報

 温暖化地球での気象特に極端現象の予測

（台風はどうなる、集中豪雨は・・・・）

B) それぞれに応じた予測の不確実性評価

C) 気候変化予測データを利用した影響評価・対策立案

災害（水災害、風災害、海岸・・・）＋環境省プロジェクト連携

A)補 先端的要素モデル開発5課題
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革新ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑにおけるﾓﾃﾞﾙ開発と予測実験の役割分担

ﾁｰ
ﾑ

略称 主目的 ﾓﾃﾞﾙ種別
解像度

担当機関
大気 海洋

1 長期

ﾎﾟｽﾄ京都の安定化目
標選定のためｼﾅﾘｵに
よる300～500年予測

地球ｼｽﾃﾑﾓﾃﾞﾙ
（気候・炭素循
環・化学）

280km 100km 

海洋機構・地球ﾌﾛﾝ
ﾃｨｱ
国立環境研
東大気候ｾﾝﾀｰ

不確定性定量化：簡略ﾓﾃﾞﾙ多数実験から不確定幅推定

2 近未来

2030年までの近未来
（ｼﾅﾘｵによる差なし）
の詳しい予報

大気・海洋・陸面
結合ﾓﾃﾞﾙ
（気候ﾓﾃﾞﾙ）

50km 20km 

東大気候ｾﾝﾀｰ
国立環境研
海洋機構・地球ﾌﾛﾝ
ﾃｨｱ

不確定性定量化：ｱﾝｻﾝﾌﾞﾙﾃﾞｰﾀ同化による初期値設定

3
極端
現象

21世紀中葉と末期に
おける極端な気象（台
風など）の変化予測

大気・陸面ﾓﾃﾞﾙ
（海面温度指定）

20km 

-

気象庁・気象研
地球科学技術推進
機構

同上日本周辺 5km 

不確定性定量化：複数高解像度ﾓﾃﾞﾙによる比較実験
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先端要素ﾓﾃﾞﾙの開発(主ﾓﾃﾞﾙを補強,次世代)

ﾁｰﾑ
所属

主目的 モデル種別 解像度 担当機関

1
対流雲を直接計算、
熱帯域の気象を正し
く表わす

非静力学・全球大気
名称 NICAM

3.5～
7km

FRCGC, CCSR

1
気候変化に伴う植生
の種の変化を表わす

格子別、個体ベース
名称 SEIB-DGVM

280km FRCGC

2
海洋の小スケール変
動を直接表わす

領域(日本周辺ほか), 

全球海洋
3～
18km

CCSR, MRI, 

FRCGC

4
台風・集中豪雨など
激しい気象を詳しく表
わす

領域(日本周辺ほか) 1～
2km

名大・水循環ｾﾝﾀｰ
地球ｼﾐｭﾚｰﾀｾﾝﾀｰ

5
海洋混合層(深さ
100mまで)内の乱流
混合機構

小領域・海洋 10m

以下
東大・理
九大・応力研
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自然災害を主とした影響評価

ﾁｰﾑ
所属

研究課題 影響評価モデル 担当機関

1
長期気候変化による世界
の沿岸災害評価

茨城大学

1
気候変化に伴う異常気象
が主要穀物生産に及ぼす
影響

穀物生産への気候影響
モデル

農環技研

2
不確実性を考慮に入れた
世界の水災害リスク評価

全球河道流出モデル
名称TRIP

東大・生産研

3
日本の主要流域圏におけ
る災害環境変動評価

流域別・流出モデル
（淀川, 吉野川・・・）

京大・防災研

3
全球および特定脆弱地域
での洪水リスク変化と減災
対策

流域別・流出モデル
（メコン河・・・）

土木研究所
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領域モデル
日本の夏・台風

１６課題チーム構成図

全球雲解像
NICAM

領域雲解像
CReSS

海洋物理過程

全球沿岸
災害

主要穀物
への影響

流域圏災害
変動（日本）

全球水災害
リスク 特定脆弱域

洪水リスク

不確定性定量化

不確定性定量化

不確定性定量化

近未来気候
変動予測

極端現象
変化予測

長期環境
変化予測

全球植生
動態モデル

SEIB-DGVM

海洋モデル
高度化

チーム１

チーム２

チーム３

チーム４

チーム５



世界初の全球雲(システム)解像モデル

Non-hydrostatic ICosahedral Atmosphere 

Model (NICAM)

地球環境フロンティアの挑戦



21:00 JST 

28 JUNE 2009

衛星(MTSAT)画像で見る熱帯の対流と(南半球)中緯度
の温帯低気圧・前線(大規模システム)の対照



熱帯域のクラウドクラスターの構造



全球雲解像モデル

これまでの天気予報・気候モデル 格子間隔～100km

 温帯低気圧や前線の雲・雨は直接計算

 格子より小さな対流雲（入道雲）
安定度T（上層）－T（下層）から対流雲の
発生・雨量決定
→パラメタリゼーション

［天気予報］
上空に寒気が入って大気が不安定となり、
所により強い雨が降るでしょう

 熱帯域の対流雲とその集団を格子を用
いて直接表現 Δ ×≦5km
地球シミュレータを用いて初めて可能に

全球雲解像モデル
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マッデンジュリアン振動(MJO)の予報実験
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2006年12月15日 – 2007年1月15日



台風イソベルの発生(14日予報)

MJOMJO

TS Isobel TS Isobel

NICAM simulated the overall lifecycle of  

Isobel more than two weeks in advance.

Large-scale environment condition around 

the Maritime Continent was characterized by 

the onset of MJO (Miura et al. 2007).

MJO provided the conditions favorable for 

the genesis of Isobel.  

2 Jan

29 Dec

14-days

integration

Green: OBS(JTWC)
Red: NICAM 

Australia

Java Island

4 Jan

4 Jan

GMS-IR NICAM-OLR

Category TS 



西風バースト(Westerly Wind Burst)の生成



季節平均降水量変化の分布
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IPCC第4次報告 WGI報告書(2007)



17

21世紀末における河川流量の変化（相対値、％）

高緯度で
増加

乾燥域で
減少

砂漠域での変化は
不確か

低緯度（モンスーン
域など）では変化は
信頼度低い

IPCC第４次報告 統合報告書(2007)
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革新プログラムの特色

熱帯域や日本（東アジア）の夏の対流性降雨を
高解像度モデルで直接計算 → 第一原理に近い

極端現象チーム 日本周辺 5km 夏季5カ月
西南日本 2km 25年分(予定)

NICAMチーム 全球 7km （詳細未定）
CReSSチーム 台風進路 2km 約30例

対流性降雨（熱帯気象）の変化の信頼度高い予測
世界で唯一



地球システム統合モデルによる
長期気候変動予測実験

海洋研究開発機構

東京大学気候システム研究センター

国立環境研究所
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地球環境システムの概念図
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これまでの温暖化予測 地球環境システム統合モデル

植生・海洋
吸収

大気残存
（CO2濃度）

気候変化

気候モデル

CO2

排出
植生・海洋
吸収

大気残存
（CO2濃度）

気候変化
（温度・雨量・日射・・・

海流）

気
候
変
化
・炭
素
循
環
結
合
モ
デ
ル

CO2

排出

簡略炭素循環モデル
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CO2 濃度変化

Point Barrow

Mauna Loa

South Pole

Model

Obs.
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モデルと実測の比較



CO2排出削減によるCO2濃度と
気候の「安定化」
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IPCC第三次報告書での安定化シナリオ
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CO2濃度

対応する排出量
（不確定幅つき）



炭素循環の模式図
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植生・
土壌

光合成
呼吸

風化

貯留量
GtC

移動量
GtC/年

表層

大気

中・
深層

表面堆積

化石燃料燃焼

森林伐採
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実験で与えた二酸化炭素濃度変化 SP450

陸域の吸収(SP450)

人為排出量(SP450)

海洋の吸収(SP450)

450ppm安定化実験
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実験で与えた二酸化炭素濃度変化 SP550

陸域の吸収(SP550)

人為排出量(SP550)

海洋の吸収(SP550)

550ppm安定化実験
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AR5での気候変化実験用濃度シナリオ（検討中）

GHG濃度
(ppmCO2-eq)
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強制力
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安定化のメカニズム
海洋による吸収
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塩分

熱塩循環

湧昇流

風成循環

底層水

塩分

冷却

北極

深層水

冷却

10〜20年

1000年

南極

風神



海洋によるCO2吸収の模式図

大
気

海

洋

自然の
平衡状態

大気中
濃度増加

約20年後
表層海洋は
大気と平衡状態
深層は昔のまま

1000年（以上）後
深層循環によって
全海洋の水が混合
新しい平衡状態に

～
400m

4000m
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人間活動で放出されたCO2の大気海洋系中での移動(3段水槽モデル)



CO2濃度オーバーシュートとゼロ・

エミッションを考えた200年(以上)に

わたる排出シナリオ（提案）
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海洋のCO2吸収と温度上昇の遅れを考えれば500～
1,000年後の危険は回避可能
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IPCC 第4次報告 WGIII 報告書より (安定化シナリオ)



IPCC AR4 WGIIIの表の読み方

安定化レベル（濃度）に対応する平衡昇温→1,000年後の昇温

問題なのは100～200年後の実現する昇温！

WGIの実験結果

2100年安定化（以後濃度一定）の場合

2100年 65％～70％、2200年 80％
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CO2
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安定化後長期にわたる海水位上昇

37

安定化しても対応策なし？
平衡に到達するまでの時間



38

(財)電力中央研究所
首席研究員 丸山康樹
2007/08/20



39

丸山康樹氏による
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モデルの整備・改良（物理過程調整、高解
像度化etc.）

準備・予備実験

データ解析・論文発表

IPCC WG1

予測実験終了

21世紀気候変動予測革新プログラム（2007(H19)～2011(H23)）

2008

H20

2009

H21

2010

H22

2011

H23

2012

H24

2007

H19

2013

H25

（年度）

国内（＋アジア）適応策立案

IPCC向け本実
験

2014

H26

影響評価用
含む追加実
験

予備実験・手法確立 革新結果を用いた影響評価 ※

IPCC WG2, 

3

※ 影響評価研究: 環境省・総合推進費 S-4, S-5等

予測実験（A, B）

国 際 的 温 暖 化 対 応 政 策

国外の研究者
データの
流れ

IPCC WG1 第5次報告

国際分散ネットワーク（拡大PCMDI）

データサーバー
リンク

情報の流れ
IPCC向け

政策向け

革新プログラム 実施ロードマップ


